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1．まえがき 

現在，新たな交通システムとしてパーソ

ナルモビリティ(以下PMと略す)が注目され

ている．PMとは定員2名以下の小型の移動機

器のことを言い，歩行に代わる軽量・低速

で車いす程度のサイズを有するPMと乗用車

に代わる居住性・耐候性を考慮した中速度

域までをカバーするPMに大別できる． 

このPM，特に乗用車に代わるタイプが注

目されている背景には，現在の乗用車の使

用状況の変遷が挙げられる．他の交通手段

と比較して乗用車の利用率は年々増加して

おり，平成17年の段階では平日で約45[%]，

休日では63[%]と報告されている1)．自動車

の利用状況や走行距離をまとめると，自動

車利用の約50[%]が8[km]以下であり，これ

を30[km]以下の移動距離に拡張すると利用

の90[%]となっており，走行距離が非常に短

いことがわかる．さらに，乗車人数2名以下

での使用が多く，平均乗車率で1.3名となっ

ている2)3)．また，現存する車両では比較的

このPMの使用状況に近い車両が軽自動車で

ある．この利用について見ると，ほとんど

毎日の使用が72[%]と非常によく利用され

ているが，普段の乗車人数は1人が54「%」

であり4)，軽自動車でも本来のPMの使用から

見て，オーバースペックになっているもの

と考えられる．このように，乗用車の利用

状況は高いにも関わらず，利用距離，乗車

人数ともに少ないことから，PMへの代替に

より占有空間の削減や環境負荷の軽減が見

込めるため，検討が行われている． 

近年，国土交通省では新しい区分として「超

小型車」を設けるといった動きがあり，PM

の重要性の認識が高まっている．この超小

型車は原動機付き自転車(ミニカー)と軽自

動車の中間に位置付けられ乗車定員が2名 

  程度であり，原動機は125ccクラスの出力の

ものとなり，市街地に限定されたコミュータ

としての普及を目指すものとなっている． 

このように超小型車は，乗用車に代わる市

街地の移動手段と成り得るだけでなく，ミニ

カーやオートバイでは成し得ない耐候性を

有し，たとえば子供の送迎や適度な荷物の輸

送にも適している． そこで本研究ではPMの

普及を視野に入れ，新たなモビリティを提案

し，その実現性を検討した． 

 

2．車両モデル 

2.1. 車両の概要 

PMのメリットの一つに，占有空間の削減が

ある．占有空間の削減により，道路を有効に

利用できる他，狭路での取り回し性向上にも

貢献する．そこで本研究では，占有空間の少

ない車両を想定した．トレッドとホイールベ

ースを短くするとともに，低速時の安定性か

ら3輪車をベースとした．また，短トレッド

による横転を避けるため，乗車部分(以下キ

ャビン)のみをロールさせる機構とし，旋回

時のバランスを保つように配慮した．この

時，キャビンは自由に動くものとし，特別な

制御を加えないことで簡素化を行った．旋回

時以外は自立している必要があるため，キャ

ビン自立用のサスペンションをシャシ‐キ

ャビン間に設置した．想定する車両は舵角と

ロール制御トルクの2入力系とし，操舵はハ

ンドルを用い，ロール制御には足の反力を制

御によるものとする． 

2.2. 運動方程式 

車両モデルの安定性の確認のため，運動方 

程式を構築する．キャビンが自由にロールす

る構造を有する車両であるため，ロールをし

ないシャシ部とロールするキャビン部の2構

成とし，連結方程式を用いて1つのモデルと 
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した．各計算モデルを図1に記す．なお，座

標系はロールの運動状態から，SAE座標系と

した．シャシ部に関しては平面2輪モデルを

使用し5)，ロール，駆動力を考慮しない，定

常状態とした．キャビン部に関しては1つの

質点とし，これを倒立振子としてモデル化し

たものを使用する．この時，キャビン自立用

サスペンションによるモーメントを復元モ

ーメントとし，さらにドライバの足の反力に

よる入力を加えた．この入力をロール制御ト

ルクとし，計算モデル上では単純なトルク入

力として扱った． 

 

 

 
Fig.1 Calculation Model 

 

各計算モデルを基に運動方程式を組み上

げると，以下の通りになる． 

Y軸方向のつり合い式 
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X軸回りのモーメントのつり合い式 
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Z軸回りのモーメントのつり合い式 
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(3) 

2.3. 車両モデル 

計算モデルより導いた運動方程式から(4)式

の状態方程式を導いた． 
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また，時系列的な解析を行うため，(4)式

よりSIMULINKのモデルを構築し，図2に示す． 

 
Fig.2 Vehicle Model for SIMULINK 

 

2.4. 車両モデルの安定判別 

車両モデルを構築する際，そのモデルの応

答の安定性を確認しておく必要がある．今回

提案する車両ではキャビンの動きが車両運

動に影響し，それらを自立用サスペンション

が支持している．バネダンパの諸元を決定す

るため，前節で求めた状態方程式から速度・

減衰係数・ばね定数をパラメータとして根軌

跡を求め，図3に示す．根軌跡から以下のこ

とが分かった． 

①速度変化 

速度を増加させると，振動は増加し，シャ

シは不安定方向に振れる．キャビンではシャ

シほど振動は増加せず，若干安定方向に振れ

ることが分かる． 

②減衰係数変化 

500[Ns/m]以下までは振動を抑える傾向にあ

るが，500[Ns/m]を超えると振動が増加する．

キャビンは振動を抑えられる．0[Ns/m]では

ばね定数2000～5000[N/m]の範囲で安定限界

となる． 

③ばね定数変化 

ばね定数を増加させると，シャシ，キャビン

とも振動が増加する傾向がある．また

1000[N/m]以下の場合，非振動不安定となり，

キャビンの倒れこみを引き起こす． 

これらのパラメータより，車両の設計指針

を示すことができた．よってこのモデルを使

用し，ドライバのモデルを結合したドライ

バ・車両系として安定した走行が可能かにつ

いて次章でシミュレーションを行う． 
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Fig.3 Root locus 

 

3．シミュレーション 

3.1. ドライバモデル 

シミュレーションを行う上で，車両モデル

に入力を与えるためのモデルが必要となる． 

本研究では想定される運転行動を模擬し

たドライバモデルを組み込み，シミュレーシ

ョンを行った． 

ドライバは目標コースに合わせて車両に

入力を与えていると考えられる．通常ドライ

バは前方を認識し，目標コースを確認しつ

つ，自車の動きから走行すべき点での位置を

予測し目標コースと予測コースの差に合わ

せて方向制御を行っていると考えられる．こ

のような行動を前方注視予測モデルで再現

する．そこでドライバモデルとして前方注視

2次予測モデルを使用し，操舵を制御するこ

とにした6)．しかし，トレッドの狭い車両で

あるため，舵角の制御だけでなく横転を防ぐ

ために状況 

に合わせてロールを制御する必要がある．こ

の時，目標となるロール角は重力加速度と求

心加速度のつり合いから決まり，求心加速度

は車両速度と目標コースの曲率から決定さ

れる．このことより，目標コースの曲率に合

わせてロール制御トルクを入力させるモデ

ルを構築した．モデルの全体像を図4に示す． 

 
Fig.4 Entire model 

3.2. シミュレーション条件 

シミュレーションで用いる各諸元を表1に

示す．車両モデルの根軌跡から，減衰係数を

500[Ns/m]，ばね定数を3000[N/m]とした． 

現行の道路運送車両法に基づく超小型車の

位置づけから法定速度は60[km/h]と想定さ

れるが，それ以上の速度で走行した場合の挙

動の確認を踏まえ，最高速度を80[km/h]と

し，シミュレーションでは10[km/h]から

80[km/h]までを10[km/h]おきで8条件，車両

重量に関してはシャシ重量を200[kg]，キャ

ビン重量を200[kg]とした． 

目標コースは直線から旋回時の挙動を確認

するため，一般公道と同じ3.5m幅の車線変更

コースとし，乗り移り距離は30[m]とした．

このコースの曲率は最大0.0192であり，その

概要を図5に示す． 
3.3. シミュレーション結果 

速度を変更して行った解析結果を図6，7に 

示す．図5では目標コースに対して車両がど

のように追従したか，図6ではその時の車両

に対する入力およびキャビンのロール状況

を示したものである．コース追従に関して

は，速度条件10[km/h]で最も誤差が大きく，

速度が上がるにつれて誤差が少なくなる傾

向となった．また，舵角に関しても速度が上

がるにつれて減少する傾向がある．今回想定

した車両で最も考慮すべき点であるキャビ

ンのロール運動に関しては，どの速度に対し

ても旋回内側にロールすることが確認でき

た．また，速度が上昇するにつれて必要なロ

ール制御トルクが大きくなっていくことが

確認でき，市街地での使用で想定される速度

60[km/h]付近で必要とされるトルクは

53[Nm]であるため，ドライバにより十分制御

可能な領域であることが分かる．

 
Fig.5 Target course 
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Table1 Specifications of vehicle 
Chassis mass 200[kg] 
Cabin mass 200[kg] 
Damping factor 500[Ns/m] 
Spring constant 3000[N/m] 
Height of the center 
of gravity of the 
cabin 

1[m] 

Distance between the 
front wheel axis –  
the center of gravity 

0.9[m] 

Distance between the 
rear wheel axis –  
the center of gravity 

0.9[m] 

Distance between the 
center of gravity of 
the cabin –  the 
center of gravity 

0[m] 

Vehicle moment of 
inertia 

324[kgm^2] 

Cabin moment of 
inertia 

30[kgm^2] 

Front cornering 
power 

1.99×

10^4[N/rad] 
Rear cornering power 3.33×

10^4[N/rad] 
Gravity acceleration 9.81[m/s^2] 
Forward gaze time 2[s] 

 

 
Fig.6 Course result 

 

 
Fig.7 Simulation result 

 

4．まとめ 

本研究ではパーソナルモビリティの普及

を見据え，占有空間の少ない車両を目指し，

その方策としてキャビンのみをロールさせ

ることで旋回時のバランスをとり，タイヤの

横力のみで方向制御させる構造の車両を提

案した．そこで，この車両の特徴であるキャ

ビンのロール運動が実現的であるかを確認

するため，運動方程式より車両モデルを構築

し，シミュレーションによりキャビンの挙動

及びその運動に必要な制御量を確認した．以

下にシミュレーション結果をまとめる  

①舵角だけでなく，ロール制御トルクを加

えることで，キャビンのロール制御を容易に

することが可能となった． 

②シミュレーション結果から，ロール制御

トルクによりいかなる速度域においてもキ

ャビンを旋回内側にロールさせることがで

きることが確認できた． 

③旋回時に必要なロールトルクは

60[km/h]で53[Nm]であり，テストコースの曲

率より想定される求心加速度が0.54[G]であ

るため，比較的急な旋回に対しても大きな力

を要さずに旋回できることが確認できた． 

以上の内容を踏まえ，制御可能な車両であ

ることが確認できた． 

実際の走行では緊急回避等多くの検討を必

要とする．また，このような車両の場合，ド

ライバとのマッチングを検証する必要があ

り，主観評価が非常に重要となる．そこで今

後車両を試作し，実験による検証を行う必要

がある．  
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